


Ⅰ. NICTの活動の概要について
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国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）について

●役職員数 ： 439名（うち研究者、研究技術者288名）（平成31年4月1日現在）

●平成31年度予算額

一般会計 ： 271億円

●所在地 本部：東京都小金井市

研究所等： 神奈川県横須賀市、兵庫県神戸市、
京都府相楽郡精華町（けいはんな）、
宮城県仙台市、大阪府吹田市

技術センター：茨城県鹿嶋市、石川県能美市 等

●主な業務

ＩＣＴ分野を専門とする我が国唯一の公的研究機関として、国のＩＣＴ政策との密接な
連携の下、長期間にわたるＩＣＴ分野の技術の研究及び開発、標準時の通報、通信・放送
事業分野に属する事業の振興等を総合的に行う。

① 中長期的視点に立ったＩＣＴ分野の基礎的・基盤的な研究開発等の実施

② 社会経済全体のイノベーションの積極的創出につなげるため、テストベッド構築や産学
官連携等の強化、標準化活動の推進、国際展開の強化、サイバーセキュリティに関する
演習、IoT機器の安全性確認等に取り組む

③ 標準時通報等の業務の着実な実施

④ ＩＣＴ分野の研究支援業務・事業振興業務等の推進
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Ⅱ. NICTの研究成果の
社会実装に関する主な事例
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光アクセス基盤技術の展開 ～光ファイバ無線～
②高速鉄道通信システム～

 90GHz帯ミリ波を用いて、時速240kmで走行する北陸新幹線と地上間で
1.5Gbpsの伝送実験に成功

連携機関

光路切替による
列車追尾機能

従来の高速鉄道で利用されている
対列車通信システムの750倍とな
る毎秒1.5ギガビットのデータ伝送
実証に世界で初めて成功

光ファイバ無線の波長切替による
ハンドオーバフリーの動作実証































脳活動の解読による映像コンテンツの評価
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ヒトが見た映像 脳活動から推定した知覚意味内容解読例

映像を見て感じた「物体・動作・印象」の内容を、脳活動で読み解くことで、1万語の「名詞・動詞・
形容詞」の形で言語化する脳情報デコーディング技術の開発に成功。開発した脳情報デコーディング
技術は、CMなどの映像コンテンツ評価サービス事業に利用されている。































Ⅲ. 産学連携に向けた取組と成果
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工場のIoT化に関する取組み

 民間16社とFlexile Factory Project を実施中。製造現場における無線通信の課題やニーズを抽出。
無線利活用の普及活動を推進（2015年～）

 複数無線システムの過密・混在環境下で安定した通信を実現する協調制御技術(SRF無線プラットフォー
ム）を提案。標準化、普及促進のために、FFPA（Flexible Factory Partner Alliance）を結成。
参加メンバーは、オムロン、村田機械、NEC、富士通、サンリツオートメイション、ATR、シーメンス、ＮＩＣＴ

http://www.ffp-a.org/jp-index.html

FFPAが目指す工場IoTエコシステム

• FFPAでSRF無線プラットフォームを無線規格として策定

- 必要な機能や機能間のインターフェースを明確化

- 無線規格の策定 (第１版を2019年9月に完了)

- 無線規格の一部をIEEE 802.1へ提案中

• 工場における無線利活用の普及活動を実施

- 展示会出展(WTP、CEATEC、ハノーバーメッセ)、
セミナーの開催、講習会の支援、ホワイトペーパーや
セキュリティ導入ガイド等の各種文書の発行

セミナー＆展示会(FFPAと共催) ハノーバーメッセ2019出展
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NICT シーズ集によるアウトリーチ
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Ⅳ. 産学官の連携及び社会実装を
加速していくための課題
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産学官の連携及び社会実装を加速していくための課題

【産学共創基盤の強化】（コラボレーション）

【テストベッド基盤の強化】（オープン、シナジー、Society5.0 ）

【多様な産学連携スキームの強化】（アジャイル）

【ビジネスプロデュース体制の強化】（ビジョナリー）

・研究開発や実装について、協業する企業等や市場の探索、適切な体制構築を支援で
きる人材・手段が必要。

・研究開発から生まれたデータやAPIなどの資源の一層の有効活用、社会展開。各組織
がもつ技術的課題や社会ニーズに関する情報の一層の共有。
・Society5.0時代のサイバーフィジカル空間のエミュレーションのニーズへの対応。
【参考１、２】

・研究開発や実装のアイディアを、様々なレイヤ／異なる分野・業種の関係者が集
まって集中的かつスピーディーに形にする場や機会が必要。

・社会実装までの道筋を見据え、必要なもの・不足しているものを考え、ビジネスの
仕組みを作る力をもつ目利き等の協力が必要。
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【参考２】電波エミュレータに関する世界の動向

 米国の国防高等研究計画局（DARPA）では、屋外の100台程度の実機相当の無線機と計算機で構成する低周波数

帯（6GHz以下）に対応した電波エミュレータを2017年に実現している。このシステムはソフトウェアで一定の通信方

式に再構築可能である。この電波エミュレータは本年からアメリカ国立科学財団（NSF）のPlatforms for Advanced

Wireless Research（PAWR）プログラムに移管され、NSFの予算で研究開発が推進されることから、今後さらに政府

予算が投入され、対応周波数帯の大幅な拡張や高度化が進められることが予想される。

 また、独国の国立フラウンフォーファー研究機構においても、欧州委員会の研究開発予算の支援を受けて、

Software-definedでreconfigurableな機能を持つ電波エミュレータが開発・構築されている。

 さらに、欧州委員会の次期R&D計画、Horizon2020（2018-2020）において、EUと米国NSFがこのような電波模擬シス

テムに投資して、Beyond 5G等で中国への巻き返しを図り国際競争力強化に資するGame changing technologiesに

必須となるミリ波からテラヘルツ波までの次世代無線通信の研究を協力して進めることが既に決定されている。

 日本においては、このような電波エミュレータは実現していない。

米国 国防高等研究計画局の電波模擬システム
に用いられる計算機群

独国 フラウンフォーファー研究機構の電波
模擬システムにより市街地の通信速度が模擬
されたイメージ

（参考）諸外国の電波模擬システム




